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道路・河川改修、文化財保護など

　　　　〇四年九議会での討論
県会議員　さいか光夫

九月県議会一般質問
雑賀県議第一回質問
議長のお許しを得ましたので、質問にはいらせていただきます。
憎しみの悪循環を断ち切る「憲法９条」
第一は、世界でうずまいている暴力とテロの悪循環をたちきる問題であります。
　９月初め、ロシアで大きな悲劇がおこりました。武装勢力によって、子ども・先生・保護者が１０００人も学校に人質として閉じ込められ、爆発物や銃撃によって５００人もの犠牲者をだしたといういたましい事件であります。犠牲者のご冥福をおいのりするとともに、武装・テロ勢力を絶対にゆるすことができないと思います。
　アメリカの９・１１同時多発テロでもそうでありましたが、こうした問題がおこった時、「テロに屈服してはならない」といって、テロの根源とみられる（正確に言えば、その国がテロの温床や根元だと思っている問題）、アメリカの場合はアフガンやイラクの問題、今回ではチェチェンの問題で一層強硬な・武力による対応を強めるという方向が見られます。しかし、それでいいのでしょうか。
　私が、アメリカとロシアでおこった二つの悲惨なテロ問題を通じて考えてみたいのは、原爆・水爆までもっている二つの軍事超大国が、テロから国民の命を守れなかったこと、むしろ、軍事的に他国を支配する政策を取っているからこそかえって、テロの目標にされたという問題を、どう考えるかということであります。
　いま、大切なことは、いかなる理由があってもテロは許されないという国際世論でテロ勢力を包囲しながら、武力とテロ・憎しみの悪循環を断ち切ることではないでしょうか。「憲法９条」というものは、世界にその方向を示していると考えるわけであります。「テロに屈服するな」といって軍事的対応を強めることは、問題をすり替え、事態を一層深刻な方向にむかわせることになると思います。
　さる６月、ノーベル賞文学者の大江健三郎さん、国連婦人会の三木睦子さん、高野・熊野の問題を精神的側面から考察しておられる梅原猛さん、哲学者の鶴見俊輔さんなど９人の方が、「憲法９条を守ろう」というアピールをだされました。みなさんのお手元におくばりしています。全国に賛同者がひろがっています。
　木村知事にお伺いいたします。知事は、９人の方のアピールをお読みになられたでしょうか。お読みになられていたら、どういう感想をお持ちか、お伺いいたします。
○　知事木村良樹答弁

　　まず最初に、九条の会の内容、私も読ませていただきました。この内容は、私は非常に立派なものだと思います。
いろいろな戦争体験であるとか、いろんな体験を持ってこられたこの国の泰斗の方々が英知を集められてこういうふうな発表をなさったと。中身は非常に立派なものだと思います。
　ただ、この間題については、なかなかそれほど単純にいかないところに物すごく難しい問題があって、私自身も非常に悩んでいるし、今、新しテロというふうなものが出てきたこの事柄に対応していく方策というふうなものが、今だれも到達していないというところに非常に難しい問題があると思っております。そして、日本は今、現行憲法九条の範囲内でそれなりの国際的な役割を果たそうということで活動しているというふうなことですので、私はこのことについて、この場で意見を申し述べようというふうな感じは持っておりませんので御理解をいただきたいと思います。
雑賀県議第一回質問（つづき）
第二は、教育問題です。今回は、二つの問題をとりあげます。
教育予算国庫負担は
1 まず、一つ目は、三位一体の改革にかかわる、教育予算の問題です。
　「三位一体」の改革は、木村知事の持論ですが、今年度予算編成にあたって、財源移譲される以上に、補助金や交付金がカットされたことについて、知事は「キジも鳴かずば撃たれまいにと言う人もありますが」とぼやかれました。
　ところでこのたび、８月全国知事会は、「地方財源移譲にかかわって、どの補助金を削るか」という問題を小泉首相から丸投げされて論議されたようにお聞きしています。今朝ほどからも江上議員から質問がありましたので、知事の答弁も踏まえて質問します。
　私は、地方財政にしわ寄せを重ねてきている根本の問題を抜きにして、「財源移譲をいうなら、削るものを差し出せ」という問題の丸投げそのものに問題があると思いますが、全国知事会は、丸投げされた問題を論議した。　
まあ道路などの公共事業であれば、国の基準にもとづいてしか道路をつくらないために、交通量も少ないところに立派な道路をつくるという無駄遣いが指摘されていますから、「補助金をカットして税源を移譲する」という論議もあってもいいとも思います。
　しかし最大の論議は、義務教育費国庫負担という、教職員定数について国が基準を決め、半額国庫負担、半額は地方交付税に算定するというこれまでの制度に手を付けるかどうかの問題でした。
　ところで、義務教育費国庫負担を廃止しフラット税率により税源移譲をおこなった場合、有利になるのは東京を始めとする７つの都市部の県だけであり、和歌山では３８％、１１７億円の減収になるという試算がございます。もちろんひとつの試算であり、さまざまな補正はおこなわれるのでしょうが、和歌山にとって有利なことにはなりえないのではないかと心配するものです。
そこで知事にお伺いいたします。このたびの義務教育費国庫負担制度廃止になぜ賛成されたのか、これによって、これまでの教育条件を低下させることなく、教職員定数の改善、少人数学級の推進など、いっそう進めることができるという見通しをお持ちなのかどうかお伺いいたします。
· 木村良樹知事答弁

次に、教育予算の問題です。

　これは、私はちょっと聞いていて、あれっと思ったんですが、実は今の状況は、国の方では口を出すために金を出すというふうな形になっているんです。去年は学校の先生の退職金の二分の一を持っていたのをやめにしたんです。制度を守ろうというんだったら、もう先生をやめた人の退職金だったら別に出さなくてもいいし、今の先生の月給だったら出しますよと。どうしてもそれを守らないといかんというのは、僕は余り理屈には合わないと思うんです。
　実際問題として、この義務教育の仕事というのは、自治事務ということで市町村の仕事になっているわけです。そして、地方自治の原則からいえば、仕事をしているところが自分でお金を取ってやっていくというふうなことが大原則なんです。これはもう地方分権の大原則になっています。そして、そのお金はどうすればいいかというと、金のあるところもあるし貧乏なところもあるから、税金と、それからもう一つはそれを調整する地方交付税で見ていこうというふうな話になっていて、地方団体はすべて、これは急に言い出したことじゃなくて、昔からこの教員の経費については自前の税源でやるべしというふうなことを言ってきているわけです。
　ただ、今回こういうふうな三位一体の改革で具体論になってきたら、たちまちあしたからの月給が入ってこないんじゃないかとか、日本の義務教育がだめになるんじゃないかとかいうふうな、何か根源に返ったような話をされるんだけども、私が言ってるのは、本当の教育の根源的なことは、やはり国家百年の大計だから国が責任持っていろいろ考えればいいと。ただ、お金の話はちょっと別の話だし、そういうふうな基本的なことは国が決めながらも、地方がある程度自立的にやっていくためには、今までお金によっていろいろくちばしを入れていたというふうな仕組みというのはやっぱり改めていった方がいいんじゃないかと。
　ただ、そういう場合に、例えば和歌山県とか和歌山県下の市町村というふうなものが、そのことによってお金が入ってこなくなって大変なことになるというようなことにならないように交付税制度で完全に見るようにしてくださいというふうな主張を行っているわけです。この考え方については、僕はいろんな意見があると思いますけれども、少なくとも一般論としては僕はそういうふうなことだろうと思います。
　ただ、私は知事だから、そういうふうな中で和歌山県が困らないように、やっぱり右を見たり左を見たりしてうまく物事が運んでいくような努力はしていますけども、大原則のところで、金はもらっても口は出させないとか、そういうふうな何かちょっと原則に反するような考え方というのは私はどうかなというふうな感じを持っております。
雑賀県議第一回質問（つづき）
高校再編・大成高校募集停止
②　第二の問題は、高校再編成についてであります。
８月２６日、県教育長は、記者会見で「県立高校の再編整備計画」（案）の概要を発表しました。パブリックコメント・県民の意見をもとめ、９月２８日の教育委員会で決定するとお聞きしています。
とくにその中で、「来年度から大成高校の募集停止をし、海南高校と統合する」という問題は、あまりにも唐突であり、地元では大きな困惑がうまれています。高校というのは、地域の文化の中心であります。子どもたちの進路保証の問題であるとともに、地域の活性化、まちづくりの問題としても重要です。私は、この計画発表直後から、野上・美里の行政関係者、野上・美里中学校、大成高校、大成高校ＰＴＡやＯＢ会役員など訪問してご意見をお聞きしてきました。
大成高校では、数年前には、大きな募集定数割れがあり、二次募集では学区枠をはずして、他地域からの生徒を受け入れたこともありました。しかし、ここ数年間、学区撤廃にもかかわらず３学級の定数を、地元野上町・美里町・海南市の生徒が３７２名中、約３００人を占める、一年生でいえば、１１９人の入学生の１０６人が海南・海草からきているという地元にねざした高校です。学校の様子も大変落ち着いているとみなさん評価されます。
こうした努力をしている学校を、突然、募集停止にするのはどうなのか。昨日の質問でもふれられたように、募集停止案を発表する３日前には、９０人を越える中学３年生をむかえて体験入学を実施しています。フェンシングをやっている在校生が、地元・野上中学校を訪問して、「ぜひ、大成高校に来てください」と呼びかけています。こうしたさなかの、突然の発表であります。真剣に進路を考えている中学生や進路指導をしている教員のみなさんを無視した発表に、怒りの声があがっています。昨日、教育長がお答えになったような「前後したことは残念で申し訳ない」ではすまされないという思いがいたします。
野上中学校では、育友会として保護者アンケートを実施しました。７割以上の方が提出されたそうです。育友会執行部としてアンケートを集約し、「大成高校の存続を強く要望します」としてその理由を３点あげています。要約して申し上げれば
1 進路指導がはじまったこの時期の発表は、生徒や保護者を不安にしている。
2 地域住民の理解や同意がない
3 募集停止後の対応策が示されていない。　以上３点です。
そして「パブリックコメントという手段で広く意見を聞くシステムはできているが、このような重大な方針を決める前に、私たち学校関係および住民の意見を直接聞いていただく場が設定されなかったことは」……到底納得できないとしています。
パブリックコメントということばは、私も今回はじめて聞くことばなのですが、インターネット・ホームページなどで公開して意見を聞くという、一見新しいやりかたに、血が通っていないという指摘は、今日の教育問題を考える上でも大事な指摘であると考えさせられました。
もちろん、高校進学を控えた子どもや保護者の思いは、いろいろであります。「海南高校にいきたいけれども、すこし難しいと思って、海南市外の高校を考えていた。しかし、海南高校の募集定員が増えればうれしい」という声もあることは当然であります。こうした子どもたちの進路を保障するだけの定数は確保してもらいたい。けれども、なによりも大事にしてもらいたいのは、大成高校を希望していた地元の中学生、大成高校が募集停止になれば、他郡市の高校まで通わねばならない、高校進学そのものを経済的理由であきらめなくてはならない子どもたちの問題です。大成高校の募集停止をして海南高校の募集人数をふやしたからといって、大成高校を希望していた生徒たちが海南高校にはいれるとは限らないのです。
「きのくに教育協議会」の報告書でも「小規模校であっても、生徒や地域のニーズに対応した学校づくりができると判断した場合は、別途検討するものとする」と記されておりますし、分校は存続するわけでしょう。大成高校の場合はどうなのか、古座高校の場合はどうなのか、地元のみなさんと相談しても遅くはありません。
子どもたちの夢を、受験半年前に断ち切るのが、教育者のすることなのか。学校見学に行って「この学校をめざそう」と心に決めて子どもが、その３日後に「募集停止なる」と聞かされてどんな思いをするのか、考えられたでしょうか。教育長が何を考えてこういう発表をなさったのか、お伺いいたします。
· 小関洋治教育長答弁

　このたぴの高等学校の再編整備計画案は、社会状況が大きく変化する中で一人一人の生徒の力をどう伸ばしていくかと、その教育の推進のための方策という観点から中長期的な展望に立って策定したものでございます。
　議員御指摘の海南高校、大成高校の統合の案については、この地方の生徒数の大幅な減少が見られる中、昨年開催したきのくに教育協議会の適正規模確保の観点で、喫緊の課題であるとの報告に基づき活力のある高等学校づくりを進めるため、地域や学校の状況及び中学生の入学希望の動向などあらゆる角度から検討を重ね策定したところでございます。
○　雑賀県議再質問

まず、再質問したい点から申し上げます。
一つは、やはり教育の問題、高校再編の問題でございます。

　ただいま教育長の方からは、ああいう計画を発表した考え方といいますか、記者発表したときの考え方を述べられたんですが、その後、たくさんの意見が恐らく教育委員会にも寄せられていると思います。また、半年前の発表ということであって、これはいかにもむちゃだという、そういう声もたくさんございます。そういう声を聞いてどういうふうに今お考えなのか、教育者小関洋治としての生の声で聞きたい。　同時に私は、一旦この計画を発表したのでありますけれども、やはりパブリックコメントを聞くというスタンスからいっても、決してこれは固定的なものではなくて、皆さんの意見、この県議会での議論、さらにパブリックコメントを受けて発表したものを見直すということもあり得る、そういう柔軟性は当然お持ちだろうというふうに思っているわけですが、その点どうなのか、こういう点をお聞きしたいと思います。
· 小関洋治教育長再答弁

再質問にお答えいたします。
　やはりこういう大きな問題でございますので、初めて導入したパブリックコメントというものを、今寄せられているその内容を十分に吟味する必要もございます。さらに、我々の説明が必ずしも行き届いたものになっていないという点もあろうかと思います。その辺の努力もしながら、多くの方々の御意見を伺い、慎重に判断をしてまいりたいと考えております。
雑賀県議第一回質問（つづき）
関西電力のデータ改ざん
　大きな第三の問題は、海南火力発電所の安全問題であります。
　関西電力美浜原発で、配管から蒸気がふきだし、５人も方がなくなるという事故が起こりました。事前にチェックすることが必要だったにもかかわらず、チェック項目からもれていたという報道を聞くにつけても、人災だという思いを深めずにはおられません。
　ところで、和歌山県の海南火力、御坊火力にかかわっても検査にかかわる不正、改ざんがあったことが、その１ヶ月前、６月末に報道されていました。
　新聞などの報道によると、関西電力関西国際空港エネルギーセンターなどに対して近畿経済産業局が実施した安全管理検査とその後の立ち入り検査で検査記録に不備が認められたということであります。その後の関電の報告では、管理基準をクリアーするよう数値を書き換え、改ざんした悪質なケース１０件をふくむ３４８３件の不正行為やミスが新たに発覚したということであります。すでに発覚していた分をふくめて、３６５９件になるといいます。
　和歌山県内の海南、御坊火力発電所でも重大、悪質なデーター改ざんがありました。「海南ではモーターの軸が水平に保たれているかどうかを調べるテストで、計測値の結果が、基準となる『管理値』を満たしていなかったため、管理値を勝手に変更して記入するという悪質なケースが５件あった」と報道されています。
　私の地元である海南市では、海南市当局と市議会がこのことを重視し、市議会の全員協議会の場に海南火力の責任者を呼んで、説明をもとめました。海南火力では、過去に二回、重大な事故をおこしています。そのひとつは、１９７２年、３号機が水素爆発をおこし、２、６トンの部品が建物をつきやぶり、となりの当時の海南鋼管工場までふっとぶ事故でした。悪くすればこのたび美浜原発でおこった事故以上の惨事になりかねないものでした。もう一回はトランス事故でした。海南市議会全員協議会では、２度もの事故があったのにデータを改ざんするとは何事かと厳しく追及されました。
　そこで、私は、県であればもっとくわしい情報をあつめて、問題の追及をしているであろうと考え、危機管理室に電話をいれたわけであります。
　ところが、電話してみると、危機管理室は、自分の担当だとは思っていないようでした。地域振興課にまわされてそこから関電和歌山支社から届けられた「報告文書」だけはとどけていただきました。「関西国際空港エネルギーセンター他の定期事業検査に関する調査結果について」という、関西電力株式会社による６月２８日付け書類であります。そこには、「海南発電所３号機定期自主検査」という一行がありますが、何が問題だったのかわかりません。そこでも「県民の命にかかわる重大な問題」という認識はまったくないように私には思われたのであります。
私は、海南市の市会議員を通じて「海南発電所における定期事業者検査に関する不適切事業について」という関西電力株式会社海南発電所が作成した２８ページの文書を手にいれていました。それとくらべても、まったく粗末な資料でした。県の対応としては、きわめて不十分ではないかという思いをもったのであります。
　その後、わたしは日本共産党吉井英勝衆議院議員と一緒に、関西電力海南火力に調査に入りました。
美浜事故は、原子炉そのものの事故ではありません。蒸気配管事故ですから火力発電所でも同じ危険があるのです。復水流量計オリフィスという蒸気・熱水の流れる速度を計るために配管を細くしている部分があります。そこで、配管の肉厚減少がおこったわけです。すでに福島県の相馬共同火力発電所でもこうした事故があったことが報道されています。
　美浜原発のタービン入り口は７０気圧、２８０℃であります。海南火力では、２４６気圧、５３８℃ということがわかりました。火力発電所の方が、蒸気圧は３、５倍も高い、温度は二倍高いのです。同じ事故がおこったら、海南火力のほうが大きな事故になるのです。それなのに、原発の場合は「定期安全レビュー報告書」というものを出すことになっているのに、火力発電所では、そういうものを出していないこともわかりました。
　①　そこで、知事にお聞きいたします。
　まず、美浜での原発事故が起こって以後、火力発電所の安全性についてどういう調査をしたのか。調査をしてどういう問題点をつかんでいるのか
次に、関西電力のデータ改ざんなどの問題について、どういう危機意識をもち、どう対応し、今後どういう対応をしていくつもりなのか。　
②　危機管理室長にお聞きいたします。大企業のデータかきかえという問題は、危機管理室として無関心でいい問題なのか。
　発電所の安全問題については、以上であります。
· 木村良樹知事答弁

それから関西電力の問題については、これはもうとにかく原子力発電所の問題についても大変な問題ですし、そしてまた、これは原発の本体部分で起こったんではないというふうなことにおいて、この間題については和歌山県にある火力発電所も大きな関係があるというふうに思っております。初動の情報収集等について我々にまずいところがあったとしたら、これは改めるにもちろんしくはないということで、今後十分この原子力発電所の事故についても、いろいろな情報であるとかそういうふうなものをとっていきますし、そしてまた火力発電所の改ざんについては、これは当然のことながら今後もいろいろ指導をしたりしながら、また情報等を集めて適切に対処していかなければならない、このように考えております。
· 白原勝文危機管理監答弁
　
発電所事故やデータ改ざんへの対応等についてお答えいたします。
　関西電力海南・御坊火力発電所の検査データ改ざん問題は、住民の安全にかかわる重要な問題であると認識しております。県が関西電力と結んでいる環境保全協定に関するデータにも改ざん等がなかったか報告を求めましたが、適正に処理されていたことを確認いたしました。
また、美浜原子力発電所の事故発生後、直ちに本県においても配管事故に備えるため、関西電力を初め関係事業所に対し、高圧ガス保安法等に基づく各種検査の徹底と一層の安全確保について行政指導を行ったところでございます。
　今後も、企業等に対して、県民の生命、財産にかかわる事故発生防止のため改ざんや隠ペい等のないよう、また適正に検査が実施されるよう指導するとともに、危機管理の必要性についても啓発してまいりたいと考えております。あわせて、先般策定した和歌山県危機管理計画に基づき、県職員に対する危機意識の向上等も因ってまいります。
· 雑賀県議再発言（要望）

あと、余り時間がございません。関電の問題、この問題は確かに初動の時期には対応が遅かったか、情報収集が悪かったかもわからないけれども、これからきちっと指導していくというふうに知事は言われたし、それから危機管理監の方でもそういう姿勢を示されたから、それでいいんですが、私はいろいろ職員の皆さんと話をしているときに、例えば関西電力の問題というのは、これは指導するのは通産省の問題なんだという、何かこう、そういう遠慮がありはしないかという思いを持ちます。これは、先はどの原議員の質問も聞きながら私の思っていることとタブリ合わせながら聞いていたんですが、やはり県というのは、監督権限が国にあろうが何にあろうが知事は県民の代表ですから、百万県民から信任を受けて知事になるわけですから、それを背景にして国に対してでも何でも県は言うてもらいたいという思いがあるわけです。
　私は、今度の質問で、実は前回の議会で質問した冷水のトラックの事故の問題の続きをやろうと思ったんです。冷水のトラックの事故で何を聞こうかと思ったかといいましたら、あのとき後で提起をした、例えばトラックの過積載が問題で運転手が捕まったのはやむを得ないけども、しかしＪＲの場合はその通信の問題はどうなったのか、国土交通省の場合は道路の安全はどうだったのか、そして過積載をしなくてもいいようなトラック業界への問題はどうなのかという問題を三つ提起をしまして、この問題を一遍今度の議会で聞いてみたいと思って実は質問の準備を始めたわけです。ところが、担当職員といろいろ話してみると困った顔をするんですね。「いや、そんな問題、全然県の方で指導する権限ありませんから、答えることがなかなか難しいですわ」と、まあ私なりに言いかえたらこういう感じですね。私はもうほかにも聞きたいことがいっぱいあったから「今度はええわ」と言うてもうパスにしたんですけどね。やっぱり県民の命と暮らしにかかわる問題は、何でも権限があろうかなかろうが県としては口を出すという、こういう姿勢が非常に要るんではないかというふうなことも思いました。
雑賀県議第一回質問（つづき）
あまりに少ない河川改修予算
つづいて、地域の問題を二点、おうかがいいたします。
①　ひとつは、災害問題と河川の治水対策です。　　　　　　　　　　　　　　
今年の夏には、新潟・福井・四国など各地で集中豪雨がありました。被災されたみなさんにはお見舞いを申し上げ、ボランティアでかけつけていただいたみなさんには、こころからお礼申し上げたいと思います。
　ところで、こうした報道を聞くに付けても、集中豪雨が和歌山県で、海南市でおこったらどうなるのかという危惧をいたします。海南市を流れる川は、そう多くありませんが、貴志川は、３年前の大雨で、溝口付近であふれました。亀の川は、阪井・下河原付近では、通常でも川の水面と周りの土地の高さが近く、すこし流量が増えれば浸水します。その近所の家では、砂袋を常設している状態であります。さらに亀川地区にはいって、県営住宅の付近で昨年は堤防の崩落がおこりました。一昨年は堤防を越えての浸水でした。また、日方川は改修計画があり、大幅な立ち退きがおこなわれているのに、なかなか工事がすすみません。
　そこで、考えるのは、河川の改修のための予算は、災害復旧は別として、災害を事前にふさぐための予算は、その重要性に比していかにもすくなすぎるのではないかとも考えるわけです。
　申し上げた箇所の改修見通しとともに、河川改修の予算の現状をどう考えておられるのか、県土整備部長にお伺いいたします。
· 酒井利夫県土整備部長答弁

　まず、災害問題と河川の治水対策の関係でございますが、河川改修事業は、高速道路を初めとする主要プロジェクトの推進に、その整備が不可欠な河川や、近年甚大な浸水被害を受けた河川など緊急性の高いところから優先的、重点的に実施しているところでございます。
　貴志川溝ノ口付近の改修につきましては、近年は家屋の床上浸水に至るような大きな浸水被害は受けていないところではございますが、周辺地区の今後の開発状況等を勘案しながら改修計画を検討してまいります。
　次に亀の川につきましては、現在河口から紺屋橋までの四千八百メートル間において改修事業を実施しております。河川改修は、上下流の流下能力バランスを勘案しながら下流より順次進めていくのが原則であり、御質問の箇所の抜本的な改修につきましては時間を要しますが、周辺地区の開発状況等を勘案しながら、暫定的な対応も含め今後の対応について検討してまいります。
　また、日方川につきましては、昭和六十三年度に河川改修事業に着手し、新町橋から神田橋までの八百九十メートル間を重点整備区間に位置づけて整備を進めております。現在、井松原橋から神田橋までの用地取得を実施しているところでございますが、今年度からは井松原橋の改築に着手し、平成十八年度に完了する予定としております。
　河川の治水対策につきましては、県民の安全・安心な生活を支えるための根幹をなすものであると認識しているところであり、大変厳しい財政状況の中ではございますが、今後とも効率的、効果的な治水対策の推進に努めてまいります。
雑賀県議第一回質問（つづき）
日方川に沿った道路の拡幅は
　②　道路問題について毎回のようにお伺いしていますが、道路というものは予算がついても、地元との関係でなかなかすすまないものもあります。
　そのなかで、「住民がこまっている生活道路の中で、思い切って予算を付ければ住民の協力も得られて一気に進むのに」と思うものもあります。道路行政担当者が「シンボリック事業」とおっしゃるのは、そういう事業をさしているのかなとも思うのですが、たとえば、海南金屋線で海南第二中学校、日方川にそった部分であります。
大変狭くて、車の対抗もままなりません。海南市の亀川という地域で火事があった場合、海南消防署から消防自動車はどういう経路をはしるのだろうと心配いたします。今回の質問を準備する過程で、道路わきの家は、ごく一部を除いて用地買収がおわっているとお聞きしました。大規模な工事には何年もかかるとしても、電柱を後ろに下げ、障害物をとりのぞけば、本格的な舗装はあとになったとしても、海南市中心部から亀川にむかう消防自動車もさっと走れると思うわけです。立派な道路をつくることもけっこうですが、できるところから住民のニーズにこたえるような便宜を図っていくような道路改良も必要ではないでしょうか。
　県土整備部長の答弁を求めます。
· 酒井利夫県土整備部長答弁

　次に県道海南金屋線につきましては、都市計画道路日方大野中藤白線街路事業により、延長丁二八キロメートルを幅員十八メートルで平成十一年度から実施しております。そのうち、海南第二中学校、日方川に沿った部分につきまして狭除区間であり、優先的に用地買収を行っており、この間の用地進捗率は八六％となってございます・

　きめ細やかな取り組みといたしまして、既に買収済み用地を活用して待避所を二カ所設置しており、今年度中にすれ違いができるよう暫定的な拡幅を行ってまいります。地元の皆様の御協力をいただきながら事業を推進してまいりたいと考えております・

○　雑賀県議再再質問　
県土整備部長の方にお伺いしたいんですが、この河川の改修の問題、これは確かに河川は下の方から改修していくということで大変時間もかかる、これはよくわかるわけです。しかし、それにしても、これは県土整備部長のロから「予算が少ないんです」といぅふうには言いにくいんでしょうけれども、私がこの資料を取り寄せて調べたところでは、この河川改修の問題というのは災害問題でもあって大変切実な問題なんですが、しかしここ十年間ほどを見ると大変予算が滅らされているという状況があります。まあ県の予算全体が大変ですから、土木の予算全体も減っているわけですが。
　例えば、昭和の最後の年が昭和六十三年でございますけれども、その六十三年の土木予算これを平成十六年度と比べた場合、ほぼ土木の予算は同額なんですが、その間にも高くなった時期があるんですけども、しかし河川の予算、河川課の予算でいうと六四％に下がっている。それから土木の予算でいうと、この間一番多かった年と十六年度を比べると大体七〇％、これは厳しくなっているんですが、河川課の予算は四八％まで下がっています。
　もっと極端なデータを見ますと、堤防改修の事業の予算が、平成十年までの五年間を見ると大体十六億円から十八億円ぐらいあった・それが、平成十一年から以降はその四分の一の四億円前後で推移をしています。これでは河川の改修が進まないのは当然ではないかというふぅに思うわけです。もちろん道路改修への要望も大変強いんですが、いろいろこれから検討の余地があるように思うわけです。
　例えば、今お答えになった現在工事が進められている道路、これ二車線の道路なんですが、幅十八メートルという、今お話にあった大変デラックスな道路です。三メートル、三メートル、二本の車線があって、二車線で、横には四・五メートルずつの歩道がついている。何で四・五メートルかというと並木道をつくるそうなんですが。私の町ですから大変うれしいですけれども。しかし今、道路予算というものは、二十年前につくった計画についていろいろと再検討してもいいものもたくさんあるんではないか。そういう全体の中で、この河川の改修についての予算はいかにも少ないというふうに思っているんですが、県土整備部長もどうしますというふうには答えられんと思うんですけども、少し感想程度のことを、私が申し上げたことについて言っていただけたらありがたいと思っています。
· 酒井利夫県土整備部長再答弁
繰り返しになるかもしれませんが、やはり厳しい財政状況のもとではございますけど、本当に必要なものを効率的、効果的にとにかく整備していきたいと思っております・よろしくお願いいたします。
文教委員会での討論

Ｑ……雑賀委員　　Ａ……教育委員会

　いつもは午前中でおわってしまう文教委員会だが、この日は、本会議で教育委員会を批判した自民党委員が、食い下がり、一人のやりとりで午後までかかった。みなさんの討論を踏まえての、私の討論と答弁要旨です。

新しい奨学金制度について
Ｑ

　日本育英会は成績基準があり、県の制度は所得制限だけであった。これらを所得制限に揃えるが、現在高校1年生で育英会の奨学金を借りている人は、借りられなくならないか。

Ａ

そのようなことはございません。

Ｑ

従来の実績による３４０人の枠を予定して実施されるが、仮に希望者が５００人を超えた場合は３４０人に削ることになると思う一年生で貸与されていた者が、次年度になって奨学金を希望する者が増えたため、貸与されないということにならないか。

Ａ

今までの奨学金の実績では、所得制限だけで絞っている奨学金は毎年一年生二年生と新規に募集しているが、応募数は毎年一定している。

また一年生から二年生にかけて、家計が急変した場合には新しい奨学金に応募されることも予想されるが緊急採用で対応できる。

Ｑ

所得制限のラインはどのくらいで決まるのか。行政で予測をたてていると思うが、現在の一、五倍を何倍にするのか、応募の結果により変動するのか。予算が確定しない段階では未定とのことだが、希望する生徒が全員借りられるように見通しを示してほしい。

Ａ

修学奨励金では生活保護基準の一、五倍以下の所得基準を示して、この三年間基準に合致する生徒はすべて採用してきた。したがって新しい制度においても、国からの予算をみつつ、財政当局と協議しながら、できる限り希望者を採用できるような予算の枠取りを考えていきたい。

世界遺産登録と文化財保護
Ｑ

祈りの道展には、和歌山県から一〇〇点あまりの出品があった。それぞれ専門家が吟味して出品されたものである。世界遺産に登録されたことは、単に観光にプラスになるだけでなく文化財を守っていく責任を負うことでもあるという感想を持ちながら展覧会を見た。出品作品には国宝や指定文化財のほかに、未指定のものであっても、値打ちのあるものと判断して展示されていた。それらを指定文化財にして保存していく責任があると思う。その点についてどう考えているのか。

Ａ

県内各地には多くの文化遺産が遺されている。県民の財産であるこれらの文化財をきっちりと把握し、適切に評価し、保存していくことが重要であると考えている。そのためにも、地域の実情に詳しい市町村教育委員会と連携を密にして取り組んでいきたい。

要望

　歴史あるものは保存にも費用がかかるが、世界遺産に登録されたからには保存に責任があると思うので、専門家と知恵を集めて是非取り組んでほしい。

児童虐待について
Ｑ

　児童虐待の問題について、痛ましい事件が続いているが、本県での対応はどういったことを考えているのか。

Ａ

　子どもたちへの虐待は残念に思っている．法改正により児童生徒の福祉と関係のある教職員、児童福祉施設の職員に今まで以上に虐待の早期発見に努めることを求められている。また、虐待を受けたと思われる子どもたちに関しても通報することとされている。これを機会に本県では教職員向けに虐待防止マニュアルを作成し、現場に配布して研修するとともに虐待防止に向けた強い認識を持つよう努めている。県内の小学校で虐待の実態がありマニュアルに沿い対応した結果、事なきを得た事例があった。

　夏休み中の小・中・高等学校生徒指導連絡協議会にもこのマニュアルを活用し、研修を実施したところである。児童虐待は年々増加の傾向にあるため、関係機関と連携しながら防止に向けた取り組みを行いたい。

Ｑ

　児童虐待の深刻さは、本来、子どもが保護されるべき家庭、学校、児童福祉施設で虐待の実態があることであり　子どもには逃げ場がない。複眼というかアンテナを二本立て違った角度からも情報を収集し、虐待の事実を把握することが大事である。

　虐待ではないが、虎伏学園のある教室には廊下に摸した入口がない、出るには隣の教室を利用しなければならない。その教室では病弱、知性が後退している福祉面からも健康の面からも行政の光を一番に当てるべき恵まれない子供が学んでいる。

　その教室は、消防法でも基準に問題はないという。私は、ある種の虐待との認識を持っている。強い危険認識を持ってほしい、研究もしてほしい。教育委員会のお考えがあればお聞かせいただきたい。

Ａ

　過去に二回訪問したことがある。大変だとの思いを持っている、問題意識は委員と同じである。施設の利用にもいろいろあると思うが、生徒数の増減の中で、そうした教室を使用せざるを得ない実状があったのかもしれない。最大限配慮してもらえるよう対応してまいりたい。

高校再編と開かれた教育委員会
Ｑ

　高校再編問題について、パブリットコメントの集まり具合はどうか。

Ａ

　メール、ファックス、郵送等様々な形で意見が寄せられている。まだ、郵送分が全て届いていないので、全体の集計はしていない。

Ｑ

　案を示してパブリットコメントで県民の意見を聞くというと、目新しい言葉で民主的できれいに聞こえる。本会議で野上中学校育友会の再編計画に対する見解及び取り組みを紹介した。一番意見を聞かなくてはならないのは、大成高校や古座高校の地元の意見である。県内から広く聞いたからそれでいいということではない。この高校をどうするんだという意見の聞き方は大事であるという感じを持っている。教育長の見解はどうか。

Ａ

　私も保護者と同じ立場であれば、委員と同じ受け止め方をしたかもしれない。

今回の発表の仕方は初めてのやり方で馴染みが少なく方法もわかりにくいところもあったと思う。従来型のやり方に対する多少誤解があるのかなということが根底にあったのかと思う。原案を出さなければ義論ができないし、趣旨・内容・見通しについて事前に関係方面に話はしたが、それ以外に幅広く説明し、意見交換し、理解してもらうことも重要であると考えている。出向いていって膝をつき合わせて意見交換している。

Ｑ

　案を示して意見を聞くという新しいやり方、案といえども、大成・古座高校にどれだけ打撃を与えたか。一年間延ばしても廃校になることが分かっていて、入学を希望する者がいると思っているのか。この打撃を修復するには、仮に大成高校を来年募集をするのなら、相当なテコ入れをしなければならない。

Ａ

　非常に重い意見と受け止めさせていただきます．

Ｑ

　小規模校であっても特色があれば残すとの話がある。分校を残すのでしょう。大成・古座高校は残せないことはないと思うのだが。

Ａ

　きのくに教育協議会の報告書には分校は残すと記載している．分校は山間部にあり、教育の機会均等という観点から残すことにした。大成高校との議論とは少し違うと思う。

Ｑ

きのくに教育協譲会の報告には、通学の機会均等を保障するために小規模校を残すと書いている。地域の特色ある学校の場合には残す。分校だけに通じる論議でなく、古座や大成高校でもそういうことで残すことは、協議会の論議かちいえば合うわけである。

Ａ

　特色ある学校であれば小規模校であっても残すという義論は分校だけではない。適正規模ではない学校を「特色ある学校」という観点で存続させることについては、学科編成を考えて、一学年三学級の紀北農芸高等学校の例がある。

　分校については、へき地での機会均等という意味合いもあるが、生徒が多様化する中で様々なニーズを持った生徒を受け入れたい、小規模校にふさわしい生徒がいる現実もある。そうした生徒の受け入れに分校も機能している。地域に密着した特色ある教育活動を展開している。大成高等学校の募集停止については、海南・海草地域において、海南・大成の両校を小規模校として存続させることがいいのか、適正規模の学校を一校確保し、学校の活力やクラブ活動の維持、大きな集団への適応力の育成等のいずれを選ぶかという中での苦渋の選択を行った。

Ｑ

　大成高校、古座高校も残してもらいたい。今回、教育委員会に対して批判の声が議会内外から挙がっている。きのくに教育協議会の意見を根拠としているが、きのくに教育協畿会の委員の選び方が変わってきている．

Ａ

　委員の構成は、２０名以内で時々のテーマに応じて県内外から学識経験者や学校教育、社会教育、ＰＴＡ、経済界など様々な分野から委嘱し、それぞれの立場から意見を伺っている。

　これまで地域の実状や社会の動向を的確に踏まえながら、本県の教育改革に有益なご意見をいただいてきた。

Ｑ

　一期は、和教組・高教組の委員長、文教委員長が参加し、通学区の義論や小学区制の議論では異なった意見を併記している。二期は、教育長から求めがあって教職員組合が推薦した現場の教員が入っている。三期は、和教組・高教組・文拳委員長も入っていない。ＩＴ教育に限定されたからと思う。四期はテーマが高校再編であるのに、現場からは校長しか入っていない。もちろん文教委員長も入っていない。こうした姿勢が今の混乱につながっていると思うが、教育長はどう思うか。

Ａ

時代とともにテーマ・課題も変わっていく中で、より幅広い立場の方々からご意見を伺いたいということである。

Ｑ

　現場の意見を聞かない方向に変わってきていることが、きのくに教育協議会の扱いの中に現れている。高校再編がテーマであるのに文教委員会の代表をはずしている。その都度適切な人選をしているというがこれでは県民は納得しない。答弁はいらない。

　（＊註　文教委員長をはずしたのは議会の側の意向もあったと、あとからベテランの議員の方から発言があった。）

　教育委員会は一般県民が傍聴できるが、開催日をどういった手段で県民に知らせているのか。

Ａ
　・　広報は実施している．

　・　教育委員会は定例で開催しているので、報道関係には周知している。

　・月間、週間の行事予定に載せている。定例の教育委員会は毎月第３火曜日に開催している。

Ｑ

県民に教育委員会が開催される日時、内容等をわかるようにしてはどうか。教育委員会の玄関の掲示板に貼りだしてはどうか。
Ａ

　教育委員会は一週間前に報道提供しております。教育委員会の周知については検討していきたい。

要望

　　きのくに教育協議会は公開で実施しているといっている。開催日時を周知してもらいたい。（要望）





１　本会議での一般質問


①　「９条の会」アピール


教育予算国庫負担を守れ


高校再編と大成高校問題


④　関西電力のデータ改ざん


⑤　あまりに少ない河川改修予算


⑥　日方川沿いの道路





２　文教委員会での討論


　　　①　新しい奨学金制度について


②　世界遺産登録と文化財保護


③　児童虐待は、複数のアンテナで


④　高校再編と開かれた教育委員会








０４年９月県議会
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